
 

「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令案要綱」の答申  

（令和 4 年 1 月 31 日）  

h t tps : / /www.mh lw .go . j p/s t f /newpage_23662 .h tm l  

                      （厚生労働省発表文を編集したものです。）  

 厚生労働大臣は、本日、労働政策審議会（会長  清家  篤  日本私立学校振興・共

済事業団理事長、慶應義塾学事顧問）に対して、「労働安全衛生規則等の一部を改

正する省令案要綱」について諮問を行いました。  

 これを受け、同審議会安全衛生分科会（分科会長  城内  博（独）労働者健康安全

機構労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理研究センター長）で審議が行われ、

同審議会から、妥当であるとの答申がありました。  

 本省令改正案は、令和３年５月の建設アスベスト訴訟最高裁判決において、労働

安全衛生法第 22 条の規定は、労働者と同じ場所で働く労働者以外の者も保護す

る趣旨との判断が出されたこと等を踏まえて、同条に基づく１１の省令の規定につ

いて、労働者以外の者に対する保護措置を新たに規定するものです。  

 厚生労働省は、この答申を踏まえて、令和５年４月１日の施行に向け、速やかに

省令の改正作業を進めます。  

 

本政令・省令改正案のポイント  

 （【別添３】  省令案概要  をご覧ください。）  

①  安全確保のための設備設置関係の規定の改正  

  ・  設置した設備を作業時に稼働させる等の当該設備による作業環境の改善の

ための措置については、請負人のみが作業を行うとき等には、必要に応じ稼

働させること等についての配慮規定を設ける。  

②  作業方法、保護具使用等の作業実施上の安全確保に係る規定の改正  

  ・  安全確保のために省令で規定されている特定の作業方法の遵守や保護具の

使用等の必要性については、当該作業を請け負わせる請負人に対しての指揮

命令関係がないため、周知義務を設ける。  

  ・  また、作業に従事する者に限定された措置ではなく、特定の場所について、

全ての労働者に保護具の使用等を求めている規定については、当該作業場で

（他の）作業に従事する者全員を周知対象とする。  

③  場所の使用・管理権原等に基づく安全確保（退避、立入禁止等）に係る規定の改正  

  ・  指揮命令関係に基づくものではなく、場所の使用・管理権原等に基づく立

入禁止、特定行為の禁止、退避、入退室管理等の措置は、労働者以外の者

（請負人や当該場所で（他の）作業に従事する者）も措置対象に追加するこ

ととする。この際、立入禁止及び特定行為の禁止については、表示による禁

止も可能であることを明確にする。  

④  有害物の有害性等を周知するための掲示に係る規定の改正  

  ・  有害物の有害性等を周知するための掲示については、労働者以外の者（請負
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人や当該場所で（他の）作業に従事する者）も措置対象に追加することとする。  

  ・  掲示すべき事項について、「有害物の人体に及ぼす作用」とされているも

のを、「有害物により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状」に見直

すとともに、「保護具を使用しなければならない旨」を掲示すべき事項に追

加する。  

  ・  有害物の有害性等を周知するための掲示の規定は、現在、石綿則、有機則、

特化則にはあるところ、鉛則、四アルキル鉛則、粉じん則、安衛則（ダイオ

キシン関係）についても、新たに設けることとする。  

⑤  労働者以外の者による遵守義務  

  ・  特定行為の禁止、退避、立入禁止等の措置について、労働者に遵守義務が

設けられているものについて、労働者以外の者にも遵守義務（ただし罰則の

対象にはならない）を設けることとする。  

 

【別添１】  諮問文  

【別添２】  答申文  

【別添３】  労働安全衛生規則等の一部を改正する省令案概要  
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